
地方財政論
第1回

佐藤主光（もとひろ）



成績評価

• 期末試験（60％）とレポート（40％）による

• レポート課題は12月

• 期末試験は最終週

• テキスト：地方財政論入門（新世社）



自己紹介

• 1969年秋田県秋田市生まれ

• 1992年一橋大学経済学部卒業

• 1998年クイーンズ大学（カナダ）博士号取得

• 1999年一橋大学専任講師⇒2009年から同大学教授

• 学術研究の他、政府・自治体の仕事を歴任

財務省財政制度等審議会、内閣府ＰＦＩ推進委員会、規制改革推進会議 内閣
官房行政改革本部行政事業レビュー評価員、東京都税制調査会など

• 日本経済学会石川賞（2019年）受賞
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ふるさと納税



ふるさと納税の課題

• 「理念」とは異なる「帰結」

返礼品の実態は官製通販・「悪い地域間競争」

ふるさと納税は不公平（高所得者に多くの恩恵）

自治体の安定的なサポーター作りにならない

返礼品需要に依存した地方創生は長続きしない

返礼品は日本の寄附文化にも悪影響



ふるさと納税
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7
ふるさと納税に関する現況調査結果（平成30年度実績）2019年８月２日



返礼品＝官製通販

• 実質2千円の自己負担で寄附（ふるさと納

税）した自治体から返礼品を受け取ること

ができる

• 例：Ａ市に居住している個人がＢ町に1万
円を寄付して5千円分の返礼品

自己負担＝2千円

Ｂ町の収入＝1万円ー5千円＝5千円

返礼品業者の利益＝5千円

Ａ市の税収減＝1万円―2千円＝8千円

うなぎが2千円？⇒残りは誰が負担？？



ふるさと納税に関する現況調査結果（平成30年度実績）2019年8月2日

ふるさと納税受入額

高額な返礼品を多く
用意していた泉佐野
市が一人勝ち
（約500億円）

ふるさと納税全体（約5
千億円）の約1割を泉佐
野市が占める



ふるさと納税を巡る動き

時間

2017年4月

2018年4月

2019年6月

2019年9月

2019年10月

総務省、ふるさと納税の返礼率を3割以下にすることを自治体に要請

総務省、返礼率を3割以下に加えて、返礼品を地元産とすることを要請

地方税法を改正して新制度施行、泉佐野市など4団体を除外（特例控除の対象外）

国・地方係争処理委員会、総務省に勧告

総務省、新制度から泉佐野市を除外し続けることを決定

通知

泉佐野市、係争処理委員会に申し立て



平成31年度税制改正



総務省通知

返礼品は寄附とは「別行為」
としてこれまでは整理・・・



ふるさと納税見直しに反論 返礼品１千種類の泉佐野市長

朝日新聞 9/28(金) 

• 総務省がふるさと納税で「過度な返礼品」を送っている自治体を制度の対象外にする検討を始めたことに
対し、昨年度、全国１位の１３５億円を集めた大阪府泉佐野市は２８日、東京都内で記者会見を開き、「総
務省が独断で決めるものではなく、幅広く議論すべきだ」とする千代松大耕（ちよまつひろやす）市長のコメ
ントを発表した。

• 泉佐野市は１千種類の返礼品を用意し、寄付額に対する返礼割合は４０～４５％程度という。他県産の肉
やウナギなどのほか、市域にある関西空港を拠点にする格安航空会社ピーチ・アビエーションで利用でき
るポイントが人気を集める。

• 総務省は返礼品を地場産品に限り、返礼割合を３割以下に抑えるよう、再三通知。野田聖子総務相は今
月１１日の記者会見で泉佐野市を名指しし、「一日も早く見直しを」と述べていた。



A 「地場産品問題」体感コース・・・・・・・・・・返礼品（返礼率30%）＋Amazonギフト券30%

「経費50%問題」体感コース・・・・・・・・・返礼品（返礼率20%）＋Amazonギフト券40%

「ポータルサイト手数料問題」体感コース・・・・・返礼品（返礼率50%）＋Amazonギフト券20%

＜HELP泉佐野！＞

泉佐野史上、最大で最後の大
キャンペーン！

～ふるさと納税から除外される
地元事業者・雇用を守るために
…～
Amazonギフト券最大40%をプレ
ゼント！

駆け込みでふるさと納税集め

6月1日から始まるふるさと納税の
新制度において、泉佐野市は除外



ふるさと納税「除外再検討」勧告

• 6月からのふるさと納税新制度を巡り、総務省の第三者機関である「国地方係争処理委員会」が大阪府泉
佐野市の参加を再検討するよう総務相に勧告することを決めた。

• ふるさと納税の新制度は6月1日施行の改正地方税法を根拠に、返礼品を寄付額の3割以下の地場産品に

規制している。同市は改正法施行前にこの規制に従わなかったとして新制度から除外され、「法の遡及適
用は認められない」（千代松大耕市長）などと主張してきた。係争委は泉佐野市の主張を全面的に認めた
わけではないが、総務省が法に基づくルールを遡って適用し、新制度から除外したことを問題視した。

日本経済新聞2019年9月2日

返礼率3割、返礼品を地元産に限定することを求めた「通知」に従わなかったことを理由に
「告知」でもって遡及して新制度（2019年6月～）から除外できるか？

法的なポイント・・・・



参考：国・地方係争処理委員会



告示第2条第3項

地方税法
（寄附金税額控除）
第三十七条の二

・・・・特例控除対象寄附金とは、・・・都道府県等による第一号寄附金の募集の適正な実施に係る基準として総
務大臣が定める基準・・・を提供する場合には・・・総務大臣が指定するものに対するものをいう。

一都道府県等が個別の第一号寄附金の受領に伴い提供する返礼品等の調達に要する費用の額として総務大
臣が定めるところにより算定した額が、いずれも当該都道府県等が受領する当該第一号寄附金の額の百分の
三十に相当する金額以下であること。

二都道府県等が提供する返礼品等が当該都道府県等の区域内において生産された物品又は提供される役務
その他これらに類するものであつて、総務大臣が定める基準に適合するものであること。

告示に委任

告示の適用
は2019年
6月から



参考：国の法律・規制の体系

どこまで委
任できるのか？

地方税法第三
十七条の二

告示第２
条第３号

拘束力のな
い通知を遡及



ふるさと納税、泉佐野市の除外継続 総務省方針
10月4日までに通知、法廷闘争の可能性

• 総務省はふるさと納税制度からの大阪府泉佐野市の除外を継続する方針を固めた。泉佐野市を6月に除

外した判断について国地方係争処理委員会から再検討を勧告されていた。過度な返礼品で多額の寄付を
集めた泉佐野市の参加を認めれば、節度をもって寄付集めをしてきた多くの自治体の理解を得られず、制
度の存続に支障が出ると判断した。

• 再検討の期限である10月4日までに泉佐野市に通知する。泉佐野市は高裁に提訴することができるため、
法廷闘争に発展する可能性がある。

• ふるさと納税は過度な返礼品による多額の寄付集めが問題となっていた。泉佐野市の寄付集めは突出し
ており、6月からのふるさと納税新制度に参加を申し出た4月以降もアマゾンギフト券などの提供をやめな
かった。

日本経済新聞2019/9/28 19:00



総務省



判官贔屓？

• ふるさと納税の新たな制度を巡って、総務省が大阪府泉佐野市を引き続き対象から除外すると決定した。
第三者機関である「国地方係争処理委員会」が、同省の対応を違法の恐れがあると指摘した勧告を事実
上、無視した形だ。係争委の勧告を拒絶するような今回の決定には、強い違和感を覚える。・・・・一部自治
体を新制度の対象から外したのは、通知に従わなかった自治体への懲罰の色が濃い。地方自治体を国よ
り下に見て監督するという姿勢を改めることが、まずはこの省庁には必要ではないか。（河北新報社説
（2019年10月13日））

• 東京都の小池百合子知事は4日の記者会見で、総務省によるふるさと納税制度からの大阪府泉佐野市の
除外の継続を「驚きを持って受け止めた」と述べた。総務省は同市の返礼品のあり方を問題視し、3日に除

外の継続を発表した。知事は第三者機関である国地方係争処理委員会が除外の再検討を勧告したもの
の、同省が除外を継続したことに疑問を呈した。（日本経済新聞（2019年10月4日））

敵（＝総務省）の敵（＝泉佐野市）は味方？



どっちもどっち？

手続き論 法的拘束力のない通知に反したことを理由に遡及して処
罰する（制度から外す）ことの是非（法的妥当性）

制度の趣旨
制度を乱用して過剰な返礼品で寄付金（ふるさと納税）を
集めることの是非（公平性）

総務省

泉佐野市

どちらも地方
分権の趣旨に
適わない？

地方分権において地方の主
体性を尊重

地域間競争にもフェア
プレイは問われる



泉佐野市、ふるさと納税巡り国提訴 除外取り消し求め

• 大阪府泉佐野市は1日午前、総務省が同市をふるさと納税の新制度から除外した決定の取り消しを求め、

高市早苗総務相を相手取って大阪高裁に提訴した。ふるさと納税を巡る国と自治体の対立は異例の法廷
闘争に至った。

• 高市総務相は1日の閣議後の記者会見で「ごく少数の地方団体が趣旨に沿わない募集を継続し法改正が

必要な事態に至った」と新制度の正当性を主張。提訴について「訴状が届いたら内容を精査したうえで、総
務省としての主張をしっかりと述べる」と強調した。

• 一方、同日に記者会見した泉佐野市の阪上博則理事は「高裁で負けたら最高裁まで争う」と語った。

日本経済新聞（2019年11月1日）



ふるさと納税の理念

ふるさと納税ポータルサイトより

• 第一に、納税者が寄附先を選択する制度であり、選択するからこそ、その使われ方を考えるきっかけとな
る制度であること。

それは、税に対する意識が高まり、納税の大切さを自分ごととしてとらえる貴重な機会になります。

• 第二に、生まれ故郷はもちろん、お世話になった地域に、これから応援したい地域へも力になれる制度で
あること。

それは、人を育て、自然を守る、地方の環境を育む支援になります。

• 第三に、自治体が国民に取組をアピールすることでふるさと納税を呼びかけ、自治体間の競争が進むこと。

それは、選んでもらうに相応しい、地域のあり方をあらためて考えるきっかけへとつながります。



参考：経済学の視点

25

• 規範（あるべき政策）と実証（現実の政策）の区別

⇒現実を実証的に分析し、規範的に評価する

規範と実証の（意図的）混乱＝現実の政策をその規範的な目的を理由に正当化⇒理念先行
的な政策論

規範 「地方団体が自主的に・・財源の均衡化を図り・・・地方

行財政の計画的な運営を保障することによって、地方自治

の本旨の実現に資する・・」（地方交付税法第一条） 

交付税 

実態 国の政策誘導（公共事業）、地方の財政規律の弛緩 
規範 社会資本の整備、マクロ経済安定化（景気対策）、地方（圏）

の生産性・生活水準の向上 
公共事業 

実態 地方（圏）へのばら撒き、地方の公共事業依存体質の助長 

 


		交付税

		規範

		「地方団体が自主的に・・財源の均衡化を図り・・・地方行財政の計画的な運営を保障することによって、地方自治の本旨の実現に資する・・」（地方交付税法第一条）



		

		実態

		国の政策誘導（公共事業）、地方の財政規律の弛緩



		公共事業

		規範

		社会資本の整備、マクロ経済安定化（景気対策）、地方（圏）の生産性・生活水準の向上



		

		実態

		地方（圏）へのばら撒き、地方の公共事業依存体質の助長







ふるさと納税に関する現況調査結果（平成28年度実績）



ふるさと納税に係る返礼品の送付状況について（平成30年12月27日公表）

http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_zeisei/czaisei/czaisei_seido/furusato/topics/20181227.html


ふるさと納税に係る返礼品の送付状況について（平成30年12月27日公表）

http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_zeisei/czaisei/czaisei_seido/furusato/topics/20181227.html


ふるさと納税に関する現況調査結果（平成28年度実績）



返礼品競争＝囚人のジレンマ

自治体Ｂ

自治体Ａ

返礼品

適正水準（返礼率3割以
下等）

豪華な返礼品

返礼品 適正水準 （10, 10）
＝（Ａの利得、Ｂの利得）

（０, 15）

豪華な返礼品
（１５, ０） （５, ５）＝均衡

強いられた競争・・・



止められない返礼品・・・・

• 返礼品のルールを守る道を選んだ自治体の一つ、福島県広野町では寄付額が激減していた。

• 2015年から3万円以上の寄付で地元でとれた特別なコシヒカリ30キロなどの返礼品を送っていた広野町。
寄付に対する返礼品の割合は5割を超え、限定1000個の返礼品はすべてなくなっていた。

• しかし、最初に総務省から、返礼品ルール3割の通達が出された2017年。寄付額に対する返礼品の割合
を下げるため、同じ3万円の寄付で、返礼品を米40キロに減らしたところ、寄付がわずか95件

• これでは寄付が集まらないと再び寄付に対する返礼品の割合を上げ、寄付1万円で米20キロとしたところ、
寄付は一気に1600件を超えた。

• しかし、現在は返礼品ルールに従い、返礼品の割合を3割以下に下げたところ、再び寄付が大幅に減少し
ているという。 ＦＮＮプライムニュース（2019年2月26日）



参考：良い競争と悪い競争

競争のタイプ 特徴 具体例

良い競争 切磋琢磨型 ・規律づけ（効率化）

・地域振興策の「アイディア合戦」＝ふるさと納税の狙い

・新興企業・産業の育成

悪い競争 ゼロ・サムゲー
ム型

・補助金の陳情合戦

・既存企業の誘致合戦

・返礼品競争＝ふるさと納税の実態
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相手を出し抜いて利益を
得ることは創意工夫では
ない！



ふるさと納税使い切れず 除外の4市町、基金急増

• ふるさと納税で多額の寄付を集めた自治体で、貯金にあたる基金が増えている。過度な返礼品

を理由に制度から除外された4市町は特に顕著で、大阪府泉佐野市の2018年度末の残高は1
年前の2.7倍の287億円に急増した。財政規模に照らして巨額の寄付を使い切れていない現状

が浮き彫りになった。

日本経済新聞（2019年10月24日）

使途がないまま寄付金集め？

• 特定目的基金＝大型公共施設の整備など、特定の目的を計画的に実施できるよう資金を積み上げたもの。
自治体が条例で設置

• 財政調整基金＝自治体が財源に余裕がある年に積み立て、不足する年に取り崩すことで財源を調整し、
計画的な財政運営を行うための貯金

• 減債基金＝債券の償還にそなえて，債券を発行しているうちから一定の金額を積立てるもの

出所；「コトバンク」



独身又は共働き 共働き＋子1人
（高校生）

共働き＋子2人（大学生と
高校生）

300万円 28,000円 19,000円 7,000円
350万円 34,000円 26,000円 13,000円
500万円 61,000円 49,000円 36,000円
700万円 108,000円 86,000円 75,000円
800万円 129,000円 120,000円 107,000円
1000万円 176,000円 166,000円 153,000円
1500万円 389,000円 377,000円 361,000円
2000万円 564,000円 552,000円 536,000円

2500万円 849,000円 835,000円 817,000円

給与収入 ふるさと納税を行う方の家族構成

出所：総務省「ふるさと納税ポータルサイト」

ふるさと納税は不公平？

• 納税額の多い高所得者ほどふ
るさと納税の特例控除枠が活
用できる

2千円で返礼品を受け取れる



ふるさと納税と格差是正

• ふるさと納税は都市と地方の財政

力の格差是正に寄与しているの

か？⇒ふるさと納税でネット収支

（寄付金ー税金流出）が高いのは

一部の自治体に限られる・・・

• 特産物の乏しい自治体は多くふる

さと納税を集めていない・・・⇒誰の

為のふるさと納税か？

• 寄附か格差是正か？

ふるさと納税は格差是正として有効

な手段か？
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平成28年度

出所：総務省ふるさと納税ポータルサイト「平成28年度ふるさ
と納税に関する現況調査について」
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続かないふるさと納税（寄付）

• 平成23年度以降のふるさと納税額（受取額）の
年度間相関関係

相関関係が高いほど、今年の寄付額が多けれ
ば、後年の寄付額も多い傾向

平成23年度と翌年度との相関は0.44と比較的高
い。

• 2年目以降になると相関関係は低下、直近の平
成27年度に至ってはほぼゼロに等しい。

⇒平成23年度にふるさと納税のあった自治体は継
続的に寄附を受け取っていない可能性

⇒安定的なサポーターづくりになっていない

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度
平成23年度 1.00
平成24年度 0.44 1.00
平成25年度 0.22 0.49 1.00
平成26年度 0.08 0.18 0.48 1.00
平成27年度 0.00 0.03 0.16 0.57



ふるさと納税に関する現況調査結果

ふるさと納税受入額

平成30（2018）年度



参考：ケインズ政策としての地域経済活性化

• 有効需要の源泉

従前＝公共事業

近年＝環境・防災、社会保障、ふるさと納

税・・・

• 市場経済の自律的な循環・拡大に繋がる

とは限らない

⇒源泉が滞れば、経済も落ち込む＝依存体

質を助長

ふるさと納税に支えられた返礼品は新た

な公共事業？

39

返礼品需要増

雇用の創出

所得の増加

消費の拡大

好循環
＝乗数効果



ふるさと納税に関する現況調査結果（平成29年度実績）平成30年7月6日



寄附の4割は返礼品
の経費に消えている・・・

ふるさと納税に関する現況調査結果（平成30年度実績）2019年8月2日



公共事業とふるさと納税

ふるさと納税 公共事業

財源 都市圏の住民税・所得税 国税・建設地方債

支出対象 一部、返礼品購入 建設事業

受益者 ・受取自治体
・返礼品事業者
・寄付者

・自治体
・建設・土木事業者

（都市部）納税者も（直接の）
受益者であることが見直しを困難に

（都市部）納税者にとっては無駄・・・



見えない受益と納税者の反乱

• ふるさと納税＝静かな納税者の反乱

⇒受益を感じない自治体の納税するより、返礼品目当てに寄附をした方がまし・・・

日本経済新聞（平成30年7月27日）：「総務省は27日、ふるさと納税で控除される住民税が2018年度に全国で約2448億
円になると発表した。前年度に比べて37％増えた。都道府県別では、東京都内の控除が約645億円で最も多い。その

分だけ、都内の自治体の税収が他の道府県に流出していることになる。」

受益が見えないか、そもそも無いか、「何とかなる」と思っているか・・・

受益と負担（税）が連動しない現行の地方税の仕組み



何故見直しが難しいのか・・・

通念 実態

ふるさと納税の理念 ・「ふるさと」への恩返し
・頑張る地方を応援

・返礼品目当ての寄附

地方分権 ・返礼品も地方自治体の「創意工
夫」の一つ

・横並び志向
・強いられた返礼品競争

地域経済の活性化？ ・地元の特産物を都会に売り込む
機会

・補助金（特例控除）で支えられた
地場産業
・地元産以外も返礼品に



参考：乏しい寄附文化

出所： 内閣府
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